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１．はじめに 

昨今の COVID-19 の影響により，多岐の分野に渡って

変化が生じている．特に，政府による緊急事態宣言等の

発令により人々の移動の抑制が図られたことは記憶に

近しい．交通の分野においてもその影響は例外ではな

く，自家用車や観光バス等のあらゆる車種で移動の抑

制が図られたことが想定される．しかしながら，国土交

通省が取りまとめた「全国・主要都市圏における高速道

路・主要国道の主な区間の交通量増減」1）によると，

COVID-19 流行後の時期に，減少幅の変動はあったが，

他の交通機関に比べ，高速道路の交通量は大幅には減

少していなかった．その原因としては，巣ごもり需要の

増加に伴う物流車の高速道路交通量が増加したこと等

が考えられる．また一般に，高速道路交通において，大

型車等には物流目的の車両が多くを占めるとされてい

る．本研究においては COVID-19 流行後の時期における

大型車等の高速道路交通を対象に，コロナ禍における

大型車の影響分析を行うことを目的とする．  

 

２．本研究の概要 

 本研究では(株)高速道路総合技術研究所との共同研

究において提供された ETC データを用いて分析を行

う．扱うデータは 2018 年 10 月から 2020 年 9月の 2年

間であり，含まれる情報としては，利用年月日や利用イ

ンターチェンジ，車種等が挙げられる．以上の性質を持

つ ETC データを用い，大型車等の東京都から一都三県

を除く他府県への交通(図 1)と他府県から東京都への交

通を集計した．図中の赤線と青線はそれぞれ流出日交

通量の合計と，その 7 日間移動平均を示している．両交

通を集計した理由は，日本最大の都市であり且つ

COVID-19 の感染が急拡大した東京都からの流出交通

と流入交通を把握することに意義があると考えたため

である． 

 

図 1  COVID-19 流行後の大型車等の 

   東京都から他府県への日交通量 

 また，COVID-19 流行後の国内の状況だが，感染状況

や政府による政策の実行等，様々な変化が生じた．そこ

で，国内の感染状況や政府による政策等を秦ら 2)の研究

を参照した後に COVID-19 流行後の期間を 6つに分けた．

その期間と国内の状態を表したものを表 1に示す． 

表 1 COVID-19 流行後における国内の状態とその期間 

期間名 期間 国内の状態 

期間 1 
2020 年 1月 6日 

〜3月 1日 
感染初期 

期間 2 
2020 年 3月 2日 

〜3月 19 日 
休校要請期 

期間 3 
2020 年 3月 20 日 

〜4月 6日 
感染急増期 

期間 4 
2020 年 4月 7日 

〜5月 24日 

東京都緊急事態宣言

発令期間 

期間 5 
2020 年 5月 25日 

〜6月 18 日 

都道府県間移動自粛

要請期間 

期間 6 
2020 年 6月 19 日 

〜9 月 30 日 
移動自粛要請解除後 

 

３．COVID-19 関連事象による大型車等の東京都から

の流出への影響 

COVID-19 流行後の時期における大型車等の東京都
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からの流出交通を把握するにあたって，対前年同期間

比の交通量変化の要因分解分析を行う．分析時には，一

般交通量調査等で用いられる走行台キロの概念を活用

した．走行台キロとは，ある期間における総交通量(台

数)と距離(キロ)を乗じたものであり，東京海洋大兵藤

教授と高速道路総合技術研究所との共同研究で用いら

れているように，走行台距離や車両数等に分解し，式

(1)で表すことができる． 

𝑇𝑘! = 𝑉𝑖𝑑! ×
"#$%!
&$'!

× "(!
"#$%!

      (1) 

ただし，𝑇𝑘!:走行台キロ，𝑇𝑟𝑖𝑝!:走行台数，𝑉𝑖𝑑!:走行車

両数とする．さらに，対前年同期間の差分を考えると， 

∆𝑇𝑘 =	∆𝑉𝑖𝑑 "(
&$'

+	∆ "#$%
&$'

𝑉𝑖𝑑 "(
"#$%

+	∆ "(
"#$%

𝑇𝑟𝑖𝑝 (2) 

が得られる．この式から，対前年同期間の走行台キロ

の変化量が得られると同時に，車両数変化 (第一項)

とトリップ回数変化(第二項)，トリップ長変化(第三

項)を得ることができる．(2)式を基に，表 1で示した

6 つの期間毎に分析を行った(図 2)．  

 

図 2 大型車等の東京都からの流出交通における 

対前年同期間比要因分解分析結果 

 図 2より，車両数(利用者数)変化に着目すると，全体

的に一年前の同期間と比べて感染初期の期間 1 から大

きく減少の傾向を示していることが分かる．一方で，ト

リップ回数変化に着目すると，休校要請期である期間 2

については増加の傾向を示している．また，平均トリ

ップ回数やトリップ長が増加した．これは，トリップ

回数が少なく，トリップ長が短いライトユーザーが

利用しなくなったこと等が考えられるが，前年との

比較検証が必要である．また，全 6 期間でトリップ長変

化の変化量割合が正に出ている．この傾向は特に感染

急増期である期間 3 から見られるが，この期間からコ

ロナ禍における長距離移動が増加したことが窺える． 

４．COVID-19 関連事象による大型車等の東京都への

流入への影響 

 

図 3 大型車等の東京都への流入交通における 

対前年同期間比要因分解分析結果 

 

 図 3 より，車両数(利用者数)変化に着目すると，一

年前の同期間と比べて休校要請期である期間 2 から大

きく減少の傾向を示していることが分かる．一方で，感

染初期の期間 1 については増加の傾向を示していた．

これは，COVID-19 による物流への影響を見込み，物流

事業者等が車両を増やして運送を行なっていた可能性

があるからではないかと考えた．しかし，これについて

は分析実行時の一年前の同結果とも比較検証する必要

がある．また，トリップ長変化に関しては東京都からの

流出交通と同様のことが考えられる． 

 

５．おわりに 

 本研究では COVID-19 関連事象を基に，COVID-19 流

行後の期間を 6 つに分けて対前年同期間日の大型車等

の交通量変化の要因分解分析を行なった．その結果，期

間毎に異なった特徴を見出すことができ，コロナ禍で

の物流車の移動実態を一定程度把握できたと考えられ

る． 
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